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「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 76





































































































調査時期 首長部局が担当 教育委員会事務局に委任 
教育委員会事務
局に補助執行 計 
平成 27 年 12 月 46（68.7%） 0（0.0%） 21（31.3%） 67（100%） 
平成 28 年９月 45（67.2%） 0（0.0%） 22（32.8%） 67（100%） 





調査時期 首長部局が担当 教育委員会事務局に委任 
教育委員会事務
局に補助執行 計 
平成 27 年 12 月 774（49.6%） 334（21.4%） 451（28.9%） 1,559（100%） 
平成 28 年９月 823（48.5%） 402（23.7%） 471（27.8%） 1,696（100%） 







る教育施策の新たな展開に関する調査」（2017 年 12 月）でも，総合教育会議の事務局設
置状況について質問している。その結果は第４章２節１（１）に示すように，2017（平成




































































































名称で呼ばれる計画（以下，総合計画 5 と呼ぶ）や，まち・ひと・しごと創生法（平成 26

















































































北海道 B B Ｂ Ａ Ａ Ａ
青森県 Ｄ B Ｂ Ａ Ａ Ａ
岩手県 D B Ｂ Ａ Ａ Ａ
宮城県 B B Ｂ Ａ Ａ Ａ
秋田県 Ａ Ｃ Ｂ Ａ ＣD Ｃ
山形県 D B Ｂ Ａ Ａ Ａ
福島県 Ａ B Ｂ Ａ Ａ Ａ
茨城県 B B Ｂ Ａ Ａ Ｃ
栃木県 Ａ B Ｂ Ａ Ａ
群馬県 Ａ B Ｂ Ａ Ａ Ａ
埼玉県 D B Ｂ Ａ Ａ Ｃ
千葉県 Ａ B Ｂ Ａ Ａ Ｃ
東京都 Ｄ B Ｂ Ａ Ｃ Ａ
神奈川県 B B Ｂ Ａ Ｃ Ｃ
新潟県 Ａ B Ｂ Ａ Ａ Ａ
富山県 B B Ｂ Ａ Ｂ Ｂ
石川県 Ａ B Ｂ Ａ Ａ Ａ
福井県 Ｄ B Ｂ Ａ Ａ Ａ
山梨県 Ｃ B Ｂ Ａ Ｃ Ｃ
長野県 B B Ｂ Ａ Ｃ Ｃ
岐阜県 B B Ｂ Ａ Ｃ Ｃ"
静岡県 Ｃ B Ｂ Ａ Ｃ Ｃ
愛知県 Ｃ B Ｂ Ａ Ｃ Ｃ
三重県 B B Ｂ Ａ Ｃ Ｃ"
滋賀県 Ｄ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ
京都府 Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ｃ Ｃ
大阪府 B Ｂ Ｂ Ａ Ｄ Ｃ
兵庫県 Ｂ（Ｄ） Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ａ
奈良県 ＣＤ Ｂ Ｂ Ａ Ｃ Ｃ
和歌山県 Ｄ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ
鳥取県 B Ｂ Ｂ Ａ Ｃ Ｃ
島根県 Ｄ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ
岡山県 B Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ
広島県 Ｄ Ａｂ Ａｂ Ａ Ｃ Ｃ
山口県 B Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ
徳島県 B Ｂ Ｂ Ａ Ａ
香川県 B Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｃ
愛媛県 Ｄ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｃ
高知県 Ａｂ Ｃ Ａ Ｃ Ｃ
福岡県 Ｃ Ｂ Ｂ Ａ Ｃ Ｃ
佐賀県 B Ｂ Ｂ Ａ Ａ
長崎県 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ
熊本県 Ｄ Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ａ
大分県 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ
宮崎県 B Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｃ
鹿児島県 Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ


















































































































松本英昭(2017)『逐条地方自治法』 (第 9 次改訂版)学陽書房 
文部科学省初等中等教育局長(2014 年７月 17 日)「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改
正する法律について（通知）」（26 文科初第 490 号） 


























































































































































































































 ✓  
5 秋田 ○初回議事録（知事発言）：（法の趣旨に近い説明。「大本や方向性」「様々な大きな課題…に対する道標を示す会議」との位置付け） 
   
6 山形 ○2016 年度初回議事録（知事発言） ◆一層の連携強化を図る  





   
8 茨城 ○初回議事録（知事発言）：（法定の「教育大綱」「重点的施策」「緊急の措置」などについて協議や調整を行う場として紹介） 
   
9 栃木 ○栃木県総合教育会議設置要綱（設置）  ◆効果的に教育行政を推進していくため 
✓ ✓  
10 群馬 ○トップページ ✓ ✓  
11 埼玉 ○トップページ：（法定の「教育大綱」や「重点的施策」などについて協議や調整を行う場として紹介） 
   
12 千葉 ○初回議事録（知事発言） ◆より一層の連携を図る 
 ✓  
13 東京 ○初回議事録（知事発言）：（法定の「教育大綱」と「教育行政の幅広い課題について意見交換」を行うことに言及） 






  ✓ 
15 新潟 ○新潟県総合教育会議設置要綱 ✓ ✓ ✓ 
16 富山 ○トップページ ◆効果的に教育行政を推進するため 

















✓ ✓  
✓ 
20 長野 
○長野県総合教育会議設置要綱(2014 年 10 月 30 日施行)  
○初回議事録（知事発言） 
一緒になって対話をし，議論を深める場ができた 
✓ ✓  
21 岐阜 ○トップページ：（法定事項を言い直した紹介）「教育の条件整備や重点的に講ずべき施策」「緊急時の対応」「教育大綱」について協議する 
   
22 静岡 ○トップページ ✓ ✓ ✓ 
23 愛知 ○愛知県総合教育会議開催要領 ○初回議事録（知事発言）：（法定事項につき協議することを言明） 







✓ ✓  




































































   
 
＋ 
32 島根 ○初回資料１ ◆より一層一体的な教育行政を推進するため 















35 山口 ○初回資料１「山口県総合教育会議について」 ✓ ✓  






































































   





























第二に，要素別の借用頻度は，47 都道府県のうちで「意思疎通」が 23 府県に，「課題共


































































標について尋ねた前掲の問 13 の結果においても二番目に選択回答数が多く（第 4 章図 12、










































上げられるテーマの豊富さは，本報告書第５章８節の表 8-1 を参照されたい１６。 



































































1  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 76 号），2014
年６月 20 日公布，2015 年４月１日施行。 
2  同調査の問 13。調査の詳細は本冊第４章参照。 
3  26 文科初第 490 号。http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/1350135.htm 
4  資料１「総合教育会議について」
http://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/life/172731_51137919_misc.pdf 
5  「神奈川県総合教育会議議事録」（2015 年６月 16 日）による。 
6  「平成 27 年度第１回和歌山県総合教育会議議事録」（2015 年５月 27 日）による。 






で起きる重大事案への対応があることが述べられている。第 186 回国会 衆議院文部科学委員会議事
録 第 12 号（平成 26 年 4 月 16 日） 





10  同調査の問２や問３。調査の詳細は本冊第４章参照。 
11  第５章４節「富山県の事例」参照。 
12  第５章９節「奈良県の事例」参照。 
13  第５章５節「岐阜県の事例」参照。 
14  第５章２節「秋田県の事例」「表１ 秋田県総合教育会議開催に係る役割分担」参照。 
15  第５章 7 節「三重県の事例」参照。 
16  第５章８節「滋賀県の事例」参照。 
17  第５章４節「富山県の事例」参照。 
18  三重県では，2015 年度第１回議事録で「準備会議においては，当県の教育を取り巻く諸課題につき
まして，幅広い観点からご意見をいただきました。この準備会議を踏まえ，本日，第１回目の総合教
育会議の開催となりました。」としている。 
19  滋賀県総合教育会議 2015 年度第１回議事録。初会合以前の「前回」なので，準備会議等であると推
測される。 
20  第５章２節「秋田県の事例」参照。 
21  第５章３節「埼玉県の事例」参照。 
－24－
22  第５章 10 節「鳥取県の事例」では石川・和歌山両県での事例にも言及している。また，第５章６節
「静岡県の事例」も参照。 
23  第５章４節「富山県の事例」参照。また，第５章９節「奈良県の事例」，注 15 などを参照。 
24  2015 年度第一回鳥取県総合教育会議の議事録より。 
















小川正人（1996）「教育行政の専門性」，『日本教育行政学会年報』第 22 号，pp.45-56。 
興津妙子（2014）「世界銀行の政策文書における教職の専門職化の進行・後退過程に関する考察―教員の
資質向上策と教員の専門的自律性に着目して－」，広島大学教育開発国際協力研究センター『国際教
育協力論集』第 17 巻 第 1 号，pp.45-62。 
葛西耕介(2016)「事業紹介 新教育委員会制度と地方教育行政リーダーの育成課題(5)教育行政の地方分権
化，学校経営の自律性確立と教育長の専門性の在り方: その歴史と国際比較から」，『教育委員会月
報』 67 (12)第一法規，pp.98-103。 
高橋寛人（2001）「教育行政の独立と地方教育行政職員の専門性に関する史的検討」『日本教育行政学会






















































2015 年度は，全国で延べ 154 回開催されたが，2017 年度には延べ 99 回の開催にとどま


















1 12 2 14
2 12 2 8 22
3 4 4
4 3 3
5 1 1 2
6 0
7 1 1
計 33 2 12 47
計 33 2 12 47
9回以上 9 1 2 12
6～8回 16 1 7 24






















































存の計画を教育大綱に代える形で教育大綱を策定しているのは 2018 年度現在，13 府県で




























1 北海道 H29.10 H30～  北海道総合教育大綱 　教  北海道教育推進計画 H29.10 H30～34
2 青森 H27.5 H27～30  (教育振興基本計画) 　教  青森県教育振興基本計画（総合計画の教育関係部分） H26.3 H26～30
3 岩手 H27.4 H27～30  (総合計画の関係部分)  「いわて県民計画及びアクションプラン」（総合計画）の 教育関係部分 H21.12 H21～30
4 宮城 H29.7 H29～38  (教育振興基本計画) 県教  第２期宮城県教育振興基本計画 H29.3 H29～38
5 秋田 H30.3 H30～33  (総合計画と総合戦略の関係部分) 　教  第２期あきたの教育振興に関する計画（H30.3一部改定） H27.3 H27～31
6 山形 H27.5 H27～31  山形県教育、学術及び文化の振興 に関する施策の大綱 　教  第６次山形県教育振興計画 H27.5 H27～31
7 福島 H27.5    ～H32　 (総合計画の関係部分) 県教  第６次福島県総合教育計画（改定版） H25.3 H25～32
8 茨城 H28.3 H28～32  茨城県教育大綱 　教  いばらき教育プラン H28.4 H28～32
9 栃木 H28.3 H28～32  栃木県教育大綱 　教  栃木県教育振興基本計画2020 H28.2 H28～32
10 群馬 H28.3 H28～31  群馬県の教育、文化、学術及び スポーツの振興に関する大綱 県  第２期群馬県教育振興基本計画 H26.3 H26～30
11 埼玉 H27.12 記載なし  埼玉教育の振興に関する大綱 県教  第２期「生きる力と絆の埼玉教育プラン」 H26.10 H27～30
12 千葉 H27.10 記載なし  千葉県の教育の振興に関する大綱 県教  第２期教育振興基本計画 H27.2 H27～31
13 東京 H29.1 記載なし  東京都教育施策大綱 　教  第３次東京都教育ビジョン（H28.3一部改訂） H28.4 H28～30
14 神奈川 H27.7 H27～30  かながわ教育大綱  神奈川教育ビジョン（H27.10一部改定）及び総合計画（実施計画）の教育施策 H24.3 H24～30
15 新潟 H28.3 H28～31  新潟県教育の大綱 県教  新潟県教育振興基本計画 H26.4 H26～37
16 富山 H28.3 H28～32  富山県教育大綱 県教  新富山県教育振興基本計画 H29.4 H29～33
17 石川 H28.3 H28～32  (教育振興基本計画) 県教  第２期石川の教育振興基本計画 H28.2 H28～32
18 福井 H27.10 H27～31  教育に関する大綱 　教  福井県教育振興基本計画 H27.12 H27～31
19 山梨 H28.2 H27～30  やまなし教育大綱 　教  新山梨の教育振興プラン H26.2 H26～30
20 長野 H30.3 H30～34  (教育振興基本計画) 県  第３次長野県教育振興基本計画 H30.3 H30～34
21 岐阜 H28.3 H28～30  岐阜県教育大綱 県  第２次岐阜県教育ビジョン H26.3 H26～30
22 静岡 H30.3 H30～34  ふじのくに「有徳の人」づくり大綱 県教  静岡県教育振興基本計画 H30.3 H30～34
23 愛知 H28.2 H28～32  愛知の教育に関する大綱 県教  愛知の教育ビジョン2020 H28.2 H28～32
24 三重 H28.3    ～H31  三重県教育施策大綱 県教  三重県教育ビジョン H28.3 H28～31
25 滋賀 H27.8 H27～30  (教育振興基本計画) 県  第２期滋賀県教育振興基本計画 H26.3 H26～30
26 京都 H28.4 記載なし  京都府の教育等の振興に関する 大綱 　教  京都府教育振興プラン（平成28年度改定版） H28.3 H23～32
27 大阪 H27.6    ～H34  (教育振興基本計画) 府  大阪府教育振興基本計画 H25.3 H25～34
28 兵庫 H27.4    ～H30  (教育振興基本計画及び 「芸術文化振興ビジョン」) 県  第２期ひょうご教育創造プラン H26.3 H26～30
29 奈良 H28.3 H28～31  奈良県教育振興大綱 県教  奈良県教育振興大綱 H28.3 H28～31
30 和歌山 H30.3 H30～34  (教育振興基本計画) 県教  第２期和歌山県教育振興基本計画 H30.3 H30～34
31 鳥取 H27.7 H27～30  鳥取県の「教育に関する大綱」 　教  鳥取県教育振興基本計画（第２期） H26.3 H26～30
32 島根 H28.3 H28～31  島根県の教育、学術及び文化の振興 に関する総合的な施策の大綱 　教  第２期しまね教育ビジョン２１ H26.7 H26～30
33 岡山 H27.8 記載なし  岡山県教育大綱 　教  第２次岡山県教育振興基本計画 H28.2 H28～32
34 広島 H28.2 おおむね５年間  広島県 教育に関する大綱
 「ひろしま県チャレンジビジョン」（総合計画），教育大綱
 及び教育委員会主要施策実施方針計画 H28.2 H28～32
35 山口 H30.10 H30～34  山口県の教育、学術及び文化の振興 に関する総合的な施策の大綱 　教  山口県教育振興基本計画 H30.10 H30～34
36 徳島 H27.12 H27～30  徳島教育大綱 　教  第３期徳島県教育振興計画 H30.3 H30～34
37 香川 H28.3 H28～32  香川県教育大綱 　教  香川県教育基本計画 H28.3 H28～32
38 愛媛 H27.5 H27～30  愛媛県教育振興に関する大綱  「第六次愛媛県長期計画」の教育関係部分 H23.9 H23～32
39 高知 H28.3 H28～31  教育等の振興に関する施策の大綱 　教  第２期高知県教育振興基本計画（H29.3改訂） H28.3 H28～31
40 福岡 H27.1１ 記載なし  (「ふくおか未来人財育成ビジョン」)  「福岡県総合計画」の教育分野 H29.3 H29～33
41 佐賀 H27.7 H27～30  佐賀県教育大綱  「佐賀県総合計画2015」の教育関係部分 及び佐賀県教育施策実施計画 H27.9 H27～30
42 長崎 H27.11 H27～30  長崎県教育大綱 県  第二期長崎県教育振興基本計画 H25.12 H26～30
43 熊本 H29.3 記載なし  熊本県教育大綱 県  第２期くまもと「夢への架け橋」教育プラン H26.3 H26～30
44 大分 H27.5 H27～30  大分県教育大綱   「大分県長期総合計画」の教育関係部分 及び「教育県大分」創造プラン2016 H28.3 H28～36
45 宮崎 H27.9 H27～30  宮崎県教育、学術、文化及びスポーツ の振興に関する施策の大綱 県教  第二次宮崎県教育振興基本計画（改定版） H27.9 H27～32
46 鹿児島 H27.12 H27～30  鹿児島県教育大綱 　教  鹿児島県教育振興基本計画 H26.2 H26～30






































































































































































































知事 合同 教委 5回以下 6∼8回 9回以上
1 知事のメッセージとしての性格が強い 7(21.9) 0(0.0) 3(25.0) 1(10.0) 5(20.8) 4(33.3)
2 教育振興基本計画の目標、基本方針、施策の方向 24(75.0) 1(50.0) 8(68.8) 6(60.0) 17(70.8) 10(83.3)
3 総合計画の教育分野の計画内容を抜粋 13(40.6) 0(0.0) 7(58.3) 4(40.0) 13(54.1) 3(25.0)
4 重点施策を示すことに重視 7(21.9) 1(50.0) 4(33.3) 3(30.0) 3(12.5) 6(50.0)
5 特に学校教育（初等中等教育）に焦点 6(18.8) 1(50.0) 2(16.7) 1(10.0) 2(  8.3) 6(50.0)
6 高等教育にも踏み込む 12(37.5) 1(50.0) 4(33.3) 4(40.0) 7(29.1) 6(50.0)
7 福祉部局との連携を強化 6(18.8) 1(50.0) 2(16.7) 1(10.0) 4(16.6) 4(33.3)
8 地域振興（地方創成）を視野 8(25.1) 1(50.0) 4(33.3) 2(20.0) 7(29.2) 4(33.3)
9 文化・芸術・スポーツ分野も幅広く視野 17(53.1) 2(100.0) 7(58.3) 5(50.0) 13(54.1) 8(66.7)
10 特に特別支援教育の充実に配慮 6(18.8) 1(50.0) 0(0.0) 1(10.0) 1(  4.2) 5(41.7)
11 特定課題への取組を示す（上記以外） 6(18.8) 1(50.0) 0(0.0) 1(10.0) 0(  0.0) 6(50.0)
12 上記以外で大きな特徴 3(9.4) 0(0.0) 1(8.3) 1(10.0) 1(  4.2) 2(16.6)









































































  1.  学力向上に関する施策 16 （48.3） 2 （100.0） 8 （66.7） 26 （55.3）
  2.  いじめ、不登校、校内暴力等への対策　 14 （42.4） 2 （100.0） 3 （25.0） 19 （40.4）
  3.  幼児教育・保育の在り方やその連携 6 （18.2） 1 （50.0） 3 （25.0） 10 （21.3）
  4.  子育て支援 6 （18.2） 1 （50.0） 2 （16.7） 9 （19.1）
  5.  国際化への対応、グローバル人材の育成 16 （48.3） 1 （50.0） 6 （50.0） 23 （48.9）
  6.  高度人材（グローバル人材以外）の育成 7 （21.2） 1 （50.0） 1 （ 8.3） 9 （19.1）
  7.  就学援助の充実 9 （27.3） 0 （ 0.0） 1 （ 8.3） 10 （21.3）
  8．学校における防災対策や災害発生時への対応 5 （15.2） 0 （ 0.0） 1 （ 8.3） 6 （12.8）
  9.  地域に開かれた学校づくり　　 11 （33.3） 1 （50.0） 1 （ 8.3） 13 （27.7）
 10.  少人数指導の推進 7 （21.2） 0 （ 0.0） 1 （ 8.3） 8 （17.0）
 11.  高校教育改革　　 5 （15.2） 1 （50.0） 3 （25.0） 9 （19.1）
 12.  高校再編整備（統廃合） 7 （21.2） 0 （ 0.0） 1 （ 8.3） 8 （17.0）
 13.  高校教育の振興による地域の活性化 2 （ 6.1） 2 （100.0） 0 （ 0.0） 4 （ 8.5）
 14.  私学の振興 1 （ 3.0） 0 （ 0.0） 0 （ 0.0） 1 （ 2.1）
 15.  公立大学の整備・充実 1 （ 3.0） 0 （ 0.0） 0 （ 0.0） 1 （ 2.1）
 16.  大学の地域貢献　 1 （ 3.0） 0 （ 0.0） 0 （ 0.0） 1 （ 2.1）
 17.  スポーツを通じた健康増進や地域活性化 11 （33.3） 1 （50.0） 1 （ 8.3） 13 （27.7）
 18.  生涯学習の充実　 5 （15.2） 1 （50.0） 0 （ 0.0） 6 （12.8）
 19.  その他 28 （84.8） 1 （50.0） 12 （100.0） 41 （87.2）
計 158 ［4.8] 15 ［7.5] 44 ［3.7] 217 ［4.6]
出典：都道府県質問紙調査（第４章参照）のデータから作成
表６　総合教育会議の事務局別に見た協議内容





















育委員会事務局が担当する場合では，わずか 2 県（1 割台）のみが「連携が深まった」と
回答しており，知事部局と教育委員会との違いは明白である。一方，開催回数別（表８）
では，容易に予想されるように開催回数が多いほど「連携が深まった」とする割合は高い。 
  1.  学力向上に関する施策 6 （54.5） 12 （50.0） 8 （60.0） 26 （55.3）
  2.  いじめ、不登校、校内暴力等への対策　 2 （18.2） 9 （37.5） 8 （60.0） 19 （40.4）
  3.  幼児教育・保育の在り方やその連携 0 （ 0.0） 5 （20.8） 5 （40.0） 10 （21.3）
  4.  子育て支援 0 （ 0.0） 3 （12.5） 6 （60.0） 9 （19.1）
  5.  国際化への対応、グローバル人材の育成 5 （45.5） 13 （54.2） 5 （40.0） 23 （48.9）
  6.  高度人材（グローバル人材以外）の育成 1 （ 9.1） 6 （25.0） 2 （20.0） 9 （19.1）
  7.  就学援助の充実 2 （18.2） 5 （20.8） 3 （30.0） 10 （21.3）
  8．学校における防災対策や災害発生時への対応 1 （ 9.1） 2 （ 8.3） 3 （20.0） 6 （12.8）
  9.  地域に開かれた学校づくり　　 1 （ 9.1） 6 （25.0） 6 （60.0） 13 （27.7）
 10.  少人数指導の推進 1 （ 9.1） 3 （12.5） 4 （40.0） 8 （17.0）
 11.  高校教育改革　　 0 （ 0.0） 5 （20.8） 4 （30.0） 9 （19.1）
 12.  高校再編整備（統廃合） 1 （ 9.1） 3 （12.5） 4 （30.0） 8 （17.0）
 13.  高校教育の振興による地域の活性化 0 （ 0.0） 2 （ 8.3） 2 （10.0） 4 （ 8.5）
 14.  私学の振興 0 （ 0.0） 1 （ 4.2） 0 （ 0.0） 1 （ 2.1）
 15.  公立大学の整備・充実 0 （ 0.0） 0 （ 0.0） 1 （10.0） 1 （ 2.1）
 16.  大学の地域貢献　 0 （ 0.0） 0 （ 0.0） 1 （10.0） 1 （ 2.1）
 17.  スポーツを通じた健康増進や地域活性化 1 （ 9.1） 8 （33.3） 4 （40.0） 13 （27.7）
 18.  生涯学習の充実　 0 （ 0.0） 5 （20.8） 1 （10.0） 6 （12.8）
 19.  その他 10 （90.9） 21 （87.5） 10 （90.0） 41 （87.2）
計 31 ［3.4] 109 ［4.5] 77 ［6.4] 217 ［4.6]















































知事 2(25.0) 9(56.3) 6(66.7) 17(51.5)
合同 　0(0.0) 1(100.0) 1(100.0) 2(100.0)
教委 0(0.0) 1(14.3) 1(50.0) 2(16.7)
2(18.2) 11(45.8) 8(66.7) 21(44.7)
5回以下 6∼8回 9回以上
知事 1(12.5) 9(56.3) 5(55.6) 15(45.5)
合同 ー 0(0.0) 1(100.0) 1(50.0)
教委 0(0.0) 0(0.0) 1(50.0) 1(8.3)
































































知事 5(62.5) 6(37.5) 6(66.7) 17(51.5)
合同 ー 1(100.0) 1(100.0) 2(100.0)
教委 3(100.0) 2(28.6) 1(50.0) 6(50.0)
8(72.7) 9(37.5) 8(66.7) 25(53.2)
5回以下 6∼8回 9回以上
知事 2(25.0) 6(37.5) 6(66.7) 14(42.4)
合同 ー 0(0.0) 1(100.0) 1(50.0)
教委 2(66.7) 0(0.0) 1(50.0) 3(25.0)































































1 調査票の作成に当たって，質問項目等については注 2 に掲げる文部科学省「新教育委員会制度への移
行に関する調査」や国の教育振興基本計画等を参考にした。 
2 総合教育会議の開催，教育大綱の策定，新教育長の任命の状況等を調査しており，最近では，2018（平
成 30 年）9 月の状況の調査がある。調査結果は文部科学省ホームページに掲載されている。 




























16 文部科学省初等中等教育局長通知（平成 27 年 7 月 17 日付）。 












  「総合教育会議による教育施策の新たな展開に関する調査」 
 
２．実施時期 
  2017（平成 29）年 12 月 
 
３．調査対象 
  各都道府県の総合教育会議事務局主管課（47 都道府県） 
 
４．回収率 

































   ①事務局担当職員数（a） 
 最少１名，最多 16 名（平均 3.8 名） 
   ②（a）のうち教育委員会事務局との併任 
 最少０名，最多 10 名（併任者のいる 10 県の平均 2.7 名） 
   ③（a）のうち教員経験者 
 最少０名，最多７名（教員経験者のいる７県の平均 2.1 名） 
   ④（a）のうち教育委員会事務局からの異動者 
最少０名，最多２名（異動者のいる５県の平均 1.2 名） 
  ２）教育委員会事務局が事務局を担う都道府県（12） 
   ①事務局担当職員数（b） 
  最少１名，最多７名（平均 3.3 名） 
   ②（b）のうち知事部局との併任 
 ０県 
   ③（b）のうち教員経験者 
 最少０名，最多１名（教員経験者のいる３県の平均 1.0 名） 
   ④（b）のうち知事部局からの異動者 
 最少０名，最多６名（異動者のいる６県の平均 2.8 名） 
  ３）知事部局と教育委員会事務局が事務局を担う都道府県（２） 
   Ａ県（知事部局２名，教育委員会事務局２名） 
Ｂ県（知事部局８名，教育委員会事務局８名） 
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  １)参画の仕方 
 
 
  ２）検討組織を設けて検討した県における委員 
 










































10.   特に特別支援教育の充実に配慮
11.   特定課題への取組を示す（上記以外）























































































  １）知事と教育委員会との連携 
    
  ２）知事部局と教育委員会事務局との連携 
   
  ３）一般行政や教育行政における具体的な成果 

























  ４）総合教育会議の協議を経て予算化された事業 
    回答都道府県（18） 
  ＜事業の例示，金額は予算額＞ 
・「子どもを守る・子どもが守る ICT ツール適正使用推進事業」 3,800 万円 
・「いじめ相談メール窓口」 800 万円 
・「教育支援システムの構築」 800 万円 
・「キャリアステージに応じた研修体制の構築」・「師範塾による即戦力となる人材の育成と確
保」 2,600 万円 
・「グローバル人材育成基金積立金」 11,000 万円 
・「スポーツ人材育成事業」 1,500 万円 
・「フリースクール連携推進事業」 300 万円 
・「地域と学校の連携や，地域団体の連携協力により，子どもたちの成長を支える活動の活性
化を図る仕組作り」 11,000 万円 
・「チーム特別支援学校医療的ケア充実プロジェクト事案」 500 万円 
・「しごとコーディネート事業」 2,600 万円 
 
（２）総合教育会議を運営する上での課題 


























 ２．回答に当たっては，選択肢の中から当てはまるものの番号に○を付けるか，括弧あるい  
    は枠内に数字若しくは文章を記入してください。 
 ３．回答が終わりましたら，同封した返信用封筒（レターパックライト）に入れ，投かんして 
     てください。 
   平成30年 1月22日（月）までに御返送をお願いします。 
 ４．問合せ・返送先 
  〒100-8951 東京都千代田区霞が関３－２－２  国立教育政策研究所 
        教育政策･評価研究部 プロジェクト研究「地方教育行政」政策過程班 
          屋敷和佳 電話：03-6733-6954  E-mail：yashiki@nier.go.jp 
        本多正人 電話：03-6733-6942  E-mail：honda@nier.go.jp  
 
問 0．まず，回答いただく方の所属と氏名を記入してください。回答内容を確認させていただく必 
  要が生じた場合に連絡を取らせていただきます。 
 
                  都／道／府／県 
 
 
所    属                                    
 
  記入者氏名                                    
 
  電 話 番 号                     
 







   1. 知事部局              → 問２に進んでください 
 2. 教育委員会事務局                    → 問３に進んでください 









職員数（     名）(a) 
    部署名（                        課／室／係） 
上記(a)のうち，教育委員会事務局との併任職員数（     名） 




（     名） 
 





職員数（     名）(b) 
    部署名（                        課／室／係） 
上記(b)のうち，知事部局との併任職員数（     名） 














職員数（     名）(c) 
    部署名（                        課／室／係） 
上記(c)のうち，教育委員会事務局との併任職員数（     名） 




（     名） 
－52－






職員数（     名）(d) 
    部署名（                        課／室／係） 
上記(d)のうち，知事部局との併任職員数（     名） 










問 5．平成 27 年度以降，総合教育会議は何回開催しましたか。平成 29 年度については，今後の予 
 定も含めて記入してください。 
      平成 27 年度（     回） 
      平成 28 年度（     回） 
      平成 29 年度（     回）［予定分を含む］ 
 
問 6．総合教育会議に常時陪席するのはどこの部署の職員ですか。人数も記入してください。 
   ＜知事部局＞     （       部       課）（      名）(e) 
（       部       課）（      名） 
（       部       課）（      名） 
（       部       課）（      名） 
   ＜教育委員会事務局＞ （       部       課）（      名）(e) 
（       部       課）（      名） 
（       部       課）（      名） 
（       部       課）（      名） 
＜その他＞      （       部       課）（      名）(e) 
（       部       課）（      名） 
（       部       課）（      名） 





    1. 定期的に機会を設けている   平成 29 年度の予定回数（     回） 
    2. 臨時に設ける場合がある 
    3. 特にない
－53－





    1. 必ず出席する 
    2. 会議の内容によっては出席する 
    3. そうした会議のメンバーにはなっていない 





問 9．教育に関する大綱の策定状況についてお尋ねします。第 2 期の大綱策定状況は次のいずれに 
 該当しますか。 
    1. 現在第 1 期の大綱の期間であり，第 2 期の大綱の策定は行っていない 
    2. 現在第 2 期の大綱の策定は行っていないが，第 2 期の大綱策定を検討している 
    3. 現在第 2 期の大綱を策定中である 
    4. 既に第 2 期の大綱を策定済みである 
 
問 10．教育に関する大綱の策定過程に関してお尋ねします。策定に際して，外部の教育関係者や 
  学識経験者等による組織を設けて大綱の内容について検討したことはありますか（第 2 期の  
 大綱を策定済みの場合は，第 1 期も含めて回答してください）。「1.」「2.」に○を付けた場合 
  は，委員や意見聴取者についても回答してください。 
    1. 外部の教育関係者や学識経験者等による組織を設けて検討した 
（組織の委員として該当する者全てに○を付けてください） 




e. PTA 代表者 
f. 大学教員・研究者 
g. その他（具体的に記入してください） 
                                （                    ） 
    2. 外部の教育関係者や学識経験者等による検討組織を設けてはいないが，教育関係  
      者や学識経験者等から意見聴取を行った 
（意見聴取者として該当する者全てに○を付けてください） 




e. PTA 代表者 
f. 大学教員・研究者 
g. その他（具体的に記入してください） 
                                （                    ） 
    3. 策定に当たり，外部の教育関係者や学識経験者等による組織を設けて検討をして  
      いないし，また意見聴取も行っていない
－54－
- 5 - 
 
問 11．大綱（第 2 期の大綱を策定済みの場合は，第 2 期の大綱について）の内容についてお尋ね 
  します。以下のような特徴に該当する場合には，その全てに○を付けてください。 
    1. 知事のメッセージとしての性格が強い 
    2. おおむね，教育振興基本計画の目標，基本方針，施策の方向を示す内容となっている 
    3. おおむね，総合計画の教育分野の計画内容を抜粋した内容となっている 
    4. 重点施策を示すことに重視した内容となっている 
    5. 特に学校教育（初等中等教育）に焦点を当てた内容となっている 
    6. 高等教育にも踏み込んだ内容となっている 
    7. 福祉部局との連携を強化する内容となっている 
    8. 地域振興（地方創生）を視野に入れた内容となっている 
    9. 文化･芸術，スポーツ分野も幅広く視野に入れた内容となっている 
    10. 特に特別支援教育の充実に配慮した内容となっている 
    11. 特定課題への取組が示されている（上記以外） 
        (具体的に                              ） 
    12. 上記以外で大きな特徴がある 






  ①大綱策定以降（第 2 期の大綱を策定済みの場合は第 1 期の策定後を含む），総合教育会議の場に 
  おいて，関係者又は学識経験者等から協議事項に関する意見聴取を行ったことはありますか。 
1. 意見聴取したことはない 
2. 意見聴取したことがある（以下の該当する意見聴取者全てに○を付けてください） 




e. PTA 代表者 
f. 大学教員・研究者 
g. その他（具体的に記入してください） 
                                （                    ） 
 
  ②大綱策定以降，総合教育会議に先立ち，関係者又は学識経験者等から協議事項に関する意見 
  聴取を行ったことはありますか。 
1. 意見聴取したことはない 
2. 意見聴取したことがある（以下の該当する意見聴取者全てに○を付けてください） 




e. PTA 代表者 
f. 大学教員・研究者 
g. その他（具体的に記入してください） 
                                （                    ）
－55－
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問 13．大綱策定以外の総合教育会議の役割や目標についてお尋ねします。大綱の策定以降，総合 
  教育会議の役割や目標をどのように設定ないし位置づけをされていますか。下記のうち該当    
  するもの全てに○を付けてください。 
      1. 知事と教育委員会との情報交換 
      2. 次年度の教育関係予算の検討や調整 
      3. 重点的に講ずるべき施策の検討 
      4. 大綱に記された重点施策の進捗の評価･検証 
      5. 知事部局と教育委員会事務局の連携の在り方の検討 
      6. 知事部局と教育委員会事務局が一緒になって取り組む事業の協議･調整 
      7. 知事と教育委員会が連携して，緊急に講ずべき措置の協議 
      8. 知事部局の行う教育，生涯学習，文化，スポーツに関する政策に対する意見聴取 





  れたものがある場合には，その全てに○を付けてください。 
      1. 学力向上に関する施策 
      2. いじめ，不登校，校内暴力等への対策 
      3. 幼児教育・保育の在り方やその連携 
      4. 子育て支援 
      5. 国際化への対応，グローバル人材の育成 
      6. 高度人材（グローバル人材以外）の育成 
      7. 就学援助の充実 
      8. 学校における防災対策や災害発生時への対応 
      9. 地域に開かれた学校づくり 
      10. 少人数指導の推進 
      11. 高校教育改革 
      12. 高校再編整備（統廃合） 
      13. 高校教育の振興による地域活性化 
      14. 私学の振興 
      15. 公立大学の整備･充実 
      16. 大学の地域貢献 
      17. スポーツを通じた健康増進や地域活性化 
      18. 生涯学習の充実 
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問 16．総合教育会議の成果について 
  ①総合教育会議を開催する以前と比べて，知事と教育委員会との連携はどのようになりましたか。 
      1. 知事と教育委員会との連携が深まった 
      2. 従来からの知事と教育委員会との連携の継続に役に立っている 
      3. まだ連携の効果は分からない 
 
  ②総合教育会議を開催する以前と比べて，知事部局と教育委員会事務局との連携はどのように 
     なりましたか。  
      1. 知事部局と教育委員会事務局との連携が深まった 
      2. 従来からの知事部局と教育委員会事務局との連携の継続に役に立っている 













































































































































秋田県 総務部総務課     
埼玉県 教育委員会（教育政策課）     
富山県 総合政策局企画調整室 ✔ ✔ ✔ ✔ 
静岡県 文化・観光部総合教育局
総合教育課 
  （局内他課） （局内他課） 
岐阜県 清流の国推進部清流の国
づくり政策課 
✔ ✔  ✔ 
三重県 戦略企画部戦略企画総務
課 
（部内他課） （部内他課）   
滋賀県 教育委員会（教育総務課）     
奈良県 
地域振興部教育振興課   ✔ ✔ 
教育委員会（企画管理室）     
鳥取県 元気づくり総本部とっと
り元気戦略課 





































秋田県の 2018（平成 30）年 1 月 1 日現在の人口は 101 万５千人，面積は 11,637.5 ㎢で






が 199 校（国立１，公立 198），中学校が 115 校（国立１，公立 113（うち 3 は県立），私






























No 項  目 事務局 （知事部局） 教育庁 備   考 
1 開催要請 ○ （○） 教育委員会からの要請の場合は教育庁総務課 
2 関係者日程調整 ○ （○） 教育委員の日程調整は教育庁総務課 
3 会議資料作成 ○ ○  
4 会議資料事務局提出  ○ 教育庁の資料は，教育庁総務課で取りまとめ 
5 開催通知 ○   
6 報道機関等へ開催周知 ○   
7 進行シナリオ等作成 ○   
8 知事レク ○ （○） 教育庁立ち会い 
9 教育長レク  ○  
10 教育委員レク  ○  
11 教育委員会意思確認  ○ 会議前の教育委員協議会で意思確認 
12 会議資料関係者配付 ○   
13 会場設営・片付け ○   
14 会議運営 ○   
15 議事録作成・公開 ○   
16 議会への報告 ○   
－63－
 


















教育に関する次年度の重点施策に関して年 1 回程度開催 









4 月 ○ 総合教育会議運営要綱案の検討（総務課） 
○ 知事部局内の調整後，大綱案，運営要綱案を知事に説明（総務課） 
○ 大綱案を教育委員会に提示，意見照会。（教育庁を通じて） 
5 月 20 日 ○ 第 1 回総合教育会議 
 運営要綱の検討，決定 
 大綱案に関する意見交換 
6 月 5 日 ○ 県議会の所管常任委員会に大綱案を説明後，決定 

































































Ⅱ 平成 26 年 3 月 平成 27 年 3 月 平成 27 年 6 月 
Ⅲ 平成 26 年度～29 年度 平成 27 年度～31 年度 平成 27 年度～29 年度 
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Ⅱ 平成 27 年 10 月  
Ⅲ 平成 27 年度～31 年度  




































































































































































1 人口及び面積等は，市町村要覧編集委員会編『全国市町村要覧 平成 30 年版』2018 年，第一法規，
を参照した。 
2 地方行財政調査会編『全国知事・市町村長ファイル 2018-2019』2018 年，地方行財政調査会。 
3 秋田県教育委員会行政組織規則第２条第１項 
4 この点については『教育あきた』第 728 号にも図示されているので，参照されたい（秋田県教育庁総
務課，2015） 












9 この点は，平成 27 年度第 1 回総合教育会議の議事録（秋田県総務部総務課企画・行政改革班，2015），





秋田県教育庁総務課(2015)『教育あきた No.728』秋田県教育委員会. 参照先: 
https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/9182 
秋田県総務部総務課企画・行政改革班(2015)『平成 27 年度第 1 回秋田県総合教育会議議事録』秋田県総
合教育会議 参照先: 
https://www.pref.akita.lg.jp/uploads/public/archive_0000009741_00/150520gijiroku.pdf 
全国知事会(2015 年 6 月 11 日)「平成 27 年 06 月 11 日 日本の成長を支える学校教育の充実に向けた教職
員定数の改善について」 参照先: 全国知事会の Web サイト: 
http://www.nga.gr.jp/data/document/h27/1434070305292.html 
全国知事会会長・全国知事会文教環境常任委員会委員長(2015 年 6 月 11 日)「日本の成長を支える学校教
育の充実に向けた教職員定数の改善について」 参照先: 
http://www.nga.gr.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/2/150611kyousyokuinyoubou.pdf 









埼玉県の人口は 736 万３千人，面積は 3,797.8 km²であり，県庁所在地はさいたま市（人















県内の初等中等教育段階の学校数は，小学校が 817 校（国立１，公立 811，私立５），
中学校が 446 校（国立１，公立 415，私立 30），高校が 203 校（国立１，公立 145，私






















































2018 年度は，８月 23 日の第１回の総合教育会議において「第３期埼玉県教育振興基本
計画（案）について」の議題が議事録に見える（埼玉県教育局，2015～2018）。第２期の
教育振興基本計画が 2018 年度で計画期間が終了することから，教育局では 2019 年度から














































のは，2012 年度から 2016 年度までを計画期間とする『埼玉県５か年計画』（埼玉県，2012）
及び同じく 2017 年度から 2021 年度までの『埼玉県５か年計画』（埼玉県，2017a）であ

































































































































表 3-2 埼玉教育の振興に関する大綱策定までの経緯 
 
  会議開催日 議  事 
第 1 回 平成 27 年５月 13 日 ・要綱等の決定（運営に関する要綱，傍聴要領等） ・埼玉教育の針路             
第 2 回 平成 27 年７月 15 日 
・有識者との意見交換（株式会社ヤオコー  
代表取締役会長 川野幸夫 氏）  
・埼玉教育の針路      
第 3 回 平成 27 年９月 11 日 
・有識者との意見交換（津田塾大学学芸学部国際 
関係学科 教授 萱野稔人 氏） 
・埼玉教育の針路 
第 4 回 平成 27 年 10 月 19 日 ・埼玉教育の針路 ・「埼玉教育の振興に関する大綱」骨子（案） 
第 5 回 平成 27 年 12 月２日 ・「埼玉教育の振興に関する大綱」（案）            
  平成 27 年 12 月に「埼玉教育の振興に関する大綱」策定  
出典：埼玉県（2015），埼玉県教育局（2015～2018）を基に筆者作成 
 




































































































1   人口及び面積等は，市町村要覧編集委員会編『全国市町村要覧 平成 30 年版』2018 年，第一法規 
を参照した。 
2   埼玉県ウェブサイト：県の愛称「彩の国」について 
参照先：http://www.pref.saitama.lg.jp/a0301/saitama-profile/sainokuni.html  
3   「最小」とは，県庁が「県民１万人当たりの職員数（一般行政部門）は，2016 年４月１日現在 11.1
人（全国平均 22.9 人）と全国一少ない職員数になっている」ことをいう（埼玉県，2017b）。 
4   教育局教育政策課のウェブサイト 参照先：https://www.pref.saitama.lg.jp/soshiki/f2203/index.html 
5   2015 年５月 13 日第１回埼玉県総合教育会議議事録の資料（2015（平成 27）年５月 13 日，「第１回 
   埼玉県総合教育会議議事録」，同日総合教育会議配付資料を参照）。 
6  議会でも質疑応答があった。埼玉県議会「平成 27 年６月定例会 文教委員会の概要」 参照先： 
https://www.pref.saitama.lg.jp/e1601/gikai-committe-kaigiroku/documents/17-2706-bunkyou.pdf 
7  埼玉県総合教育会議のウェブサイト 
参照先：https://www.pref.saitama.lg.jp/f2203/sougoukyouikukaigi.html 
8  埼玉県ウェブサイト「第 3 期埼玉県教育振興基本計画の策定に向けて」 
参照先：https://www.pref.saitama.lg.jp/f2203/sankikeikaku.html 
9  埼玉県ウェブサイト「第２期埼玉県教育振興基本計画策定までの経緯」 
参照先：https://www.pref.saitama.lg.jp/f2203/keikaku26-30-k.html 
10  埼玉県議会 2015 年６月定例会「文教委員会の概要」2015 年７月６日。参照先は註６に同じ。 
11  同前。 





























て囲まれた富山平野を中心に居住地が広がる 4,247.6 ㎢の広さの県である。人口は 2018





いる。2018 年度における県内の初等中等教育段階の学校数は，小学校 190 校（国立１，
公立 189），中学校 82 校（国立１，公立 80，私立１），高等学校 53 校（公立 43，私立
10），特別支援学校 15 校（国立１，公立 14）であり，義務教育学校や中等教育学校は置
かれていない。 





































協議を行い，翌 2016 年度から実施することを決定した。 
年度
























































































なお，2014 年 11 月に成立したまち・ひと・しごと創生法では，都道府県において地方
版の総合戦略の策定が求められた。富山県では，外部委員からなる「とやま未来創造県民









　７　次世代を担う子どもの文化活動の推進 　　　【 文　化 】基本方針の追加
　８　元気を創造するスポーツの振興 　Ⅶ　元気を創造するスポーツの振興


































































































































1 人口及び面積等は，市町村要覧編集委員会編『全国市町村要覧 平成 30 年版』2018 年，第一法規 
を参照した。 


























も少なくない。2018（平成 30）年１月現在の人口は 205 万４千人（住民基本台帳による）
で，面積は 10,621.29 ㎢である。人口減少対策は県の重要な政策課題となっている。 
2018 年度における初等中等教育段階の県内学校数は，小学校 371 校（国立１，公立 368，
私立２），中学校 188 校（国立１，公立 178，私立９），高等学校 85 校（公立 66，私立 19），





























































































































































第１回 第２回 第３回 第４回
平成27年4月23日 平成27年6月22日 平成27年9月3日 平成28年2月24日
H27
H30




























































































































































































































8 平成 30 年度第３回岐阜県総合教育会議資料２「次期岐阜県教育大綱＜素案＞」 
9 岐阜県教育委員会会議平成 30 年度 12 月定例会議資料１「第３次岐阜県教育ビジョン（岐阜県教育振
興基本計画）（案） 
10 共に 2016（平成 28）年第１回の総合教育会議で議題とされた（４節参照）。 
 
－95－








2009 年７月に就任した学者出身の川勝平太知事のもとで多用され，2011 年 2 月策定の県
の総合計画も「富国有徳の理想郷“ふじのくに”づくり」と称する（静岡県，2011）。以来，
富士山の超越したイメージに重ねて，世界的に個性や卓越性やリーダーシップを発揮する
視点から静岡県をとらえた地域作りを打ち出している。2018 年度からの 10 年間の県の新
しい総合計画でも「世界中から多くの人々が夢を叶えるために集まる，「徳のある，豊か
で，自立した」地域づくり」に取り組むとしている(静岡県，2018:知事の巻頭言)。 
静岡県は，1998 年 7 月設置の「人づくり百年の計委員会」に発する人づくり政策があ
る。2002 年 9 月策定の「静岡県教育計画「人づくり」2010 プラン」では，教育政策の基
本目標に「精神的に自立し，思いやりの心を持って，何かができる」ところの「意味ある






静岡県における初等中等教育段階の学校数は，小学校 508 校（国立２，公立 502，私立
４），中学校 294 校（国立３，公立 263，私立 28），義務教育学校１校（公立１），高校























































図 6-1 静岡県総合教育会議の開催状況及び関連する会議・計画文書 
 








































































































3. 静 岡 県 教 育 振 興 基 本 計 画
（2018-2021）  
3. ふじのくに 「有徳の人」づくり大綱 
－教育における地方創生の実現に向け
て 
4.24.第 1 回 総合 
6.17.第 2 回 総合 
9.17.第 3 回 総合 
12.17.第 4 回 総合 





4.25.第 1 回 総合 
6.21.第 2 回 総合 
10.13.第 3 回 総合 
12.20.第 4 回 総合 
3.13.第 5 回 総合 











7.7. 第 1 回 総合 
10.10.第 2 回 総合 
12.20.第 3 回 総合 
3.13.第 4 回 総合 
6.7. 第 1 回 総合 
9.5. 第 2 回 総合 
11.30.第 3 回 総合 
2.23. ふじのくに 「有徳の人」づくり大綱 
 － 社会総がかりの教育の実現に向けて 
－98－
総合教育会議は，図 6-1 で示すように，2015（平成 27）年度に 5 回，2016 年度に 5 回，
2017 年度に 4 回，それぞれ開催されている。初年度は教育大綱の策定に費やされ，2016
























































































































































    
２ 
月 
  ●2/16 第４回 地域自立のための 
「人づくり・学校づくり」実践委員会 











  ●大綱・計画の公表 
●市町，市町教育委員会，学校等への冊子配布 
●県議会等への報告   
  













































































  1)  ふじのくにグローバル人材育成基金積立金…155,200千円（県拠出） 
  2)  グローバル人材育成事業…20,000千円 
  3)  外国人の子ども育成支援事業…4,000千円 
 ２．徳のある人材の育成 
  1)  スポーツ人材活用推進事業(人材バンク)…81,150千円 
  2)  地域スポーツクラブ推進事業…15,000千円     
 ３．新しい実学の奨励 
  1)  地域産業を支える実学奨励事業…123,500千円 
 ４．大学，大学院の充実 





  1)  県立大学観光人材育成講座開催事業…4,900千円 
  2)  農林大学校専門職業大学化検討事業…2,000千円 
 ２． 徳のある人材の育成 
  1)  幼児教育連携推進事業の，幼児教育アドバイザーを配置し，効果を検証 
  2)  「読書県しずおか」づくり総合推進事業の，静岡県高等学校ビブリオバトルの充実 
 ３．個々の才能や個性を伸ばす多様な学習機会等の提供 
  1)  静岡式35人学級編制…国加配，県単独措置40人 
・静岡式35人学級編制の下限人数設定（25人）を３年間で段階的に撤廃 
・平成29年度は小3，小4の下限を撤廃し県単独措置教員数を25人から40人に増員 
  2)  次世代の学校指導体制整備事業…28,000千円 
  3)  学びを拡げるＩＣＴ活用事業…35,000千円 
 ４．地域ぐるみ，社会総がかりで取り組む教育力の向上 
  1)  「しずおか寺子屋」創出事業…8,000千円 
  2)  ひとり親家庭放課後児童クラブ利用支援事業費助成…40,000千円 
  3)  社会的養護自立支援事業…39,000千円 
 ５．教職員及び高校生の国際化 
  1)  高校生国際教育旅行推進事業…5,000千円 
  2)  私立学校外国語教育支援事業費助成…18,780千円 





  1)  魅力ある学校づくり推進事業…100,000千円 
  2)  高校生就職マッチング対策事業…32,700千円 
  3)  「生きる道」としての仕事を学ぶ環境づくり事業…2,400千円 
  4)  地域スポーツクラブ推進事業の，磐田市以外での取組を推進 
  5) 学びを拡げるICT活用事業の，全県立高校，特別支援学校に無線LAN環境を整備 
  6) 舞台芸術センター事業の，人材育成のためのワークショップや中高生鑑賞事業等の充実 
  7)  競技力向上対策事業の，指導者等の確保 
 ２．「有徳の人」づくりに向けた就学前教育の充実 
  1)  保育士等キャリアアップ研修事業…23,000千円 
－103－





























1  人口及び面積等は，市町村要覧編集委員会編『全国市町村要覧 平成 30 年版』2018 年，第一法規，
を参照した。 
2  静岡県教育委員会のウェブサイト「静岡県教育委員会の組織」による。参照先： 
http://www.pref.shizuoka.jp/kyouiku/topics/kikou.html 











7  2015 年４月 24 日平成 27 年度第１回静岡県総合教育会議の資料３（静岡県，2015～2018）。 
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8  2016 年３月２日，静岡県議会平成 27 年２月定例会文化観光委員会の会議録より。中沢公彦議員質疑
への応答による。 
9  2015 年４月 24 日 平成 27 年度第１回総合教育会議 資料１。 
10  2018 年５月８日，参照先：http://www.pref.shizuoka.jp/bunka/bk-170/jisseniinkai.html 
11  2015 年４月 24 日平成 27 年度第 1 回静岡県総合教育会議の資料１（静岡県，2015～2018）。 
12  注 9 に同じ。 
13  2015 年４月 24 日平成 27 年度第 1 回静岡県総合教育会議の議事録（静岡県，2015～2018）。 
14  同前。 
15  2015 年６月 17 日平成 27 年度第 2 回静岡県総合教育会議の議事録（静岡県，2015～2018）。 
16  「静岡県総合教育会議の運営方法等」，注 9 に同じ。 
17  2016 年 1 月 13 日平成 27 年度第５回静岡県総合教育会議の資料（静岡県，2015～2018）。 
















静岡県(2016)『ふじのくに「有徳の人」づくり大綱 －社会総がかりの教育の実現に向けて－』 参照先： 
http://www.pref.shizuoka.jp/bunka/bk-170/documents/dai4kaisiryou2_taikousoan.pdf 
















三重県の 2018（平成 30）年 1 月 1 日現在の人口は 183 万人，面積は 5,774.4 ㎢である
1。県庁所在地である津市（人口 21 万１千人），県内人口最大の四日市市（人口 31 万２千
人）を含む北中部地域と南部地域（伊勢市，尾鷲市，鳥羽市，熊野市，志摩市，大台町，
玉城町，度会町，大紀町，南伊勢町，紀北町，御浜町，紀宝町）との間で人口増減の傾向
が大きく異なる。「三重県人口ビジョン」（2015 年 10 月）によれば，北中部地域の人口は
2008 年に 151 万７千人のピークを迎え，その後 2040 年には 128 万５千人になると予測
されたのに対し，南部地域では 1955 年の 44 万４千人がピークとなっており，以降減少が
続いて，2040 年には 22 万２千人にまで減ると推計された。後述のように三重県では地方
創生が総合教育会議の議題となったこともある。 
鈴木英敬知事は経済産業省職員を経て 2011 年 4 月に就任し，現在２期目である。 
2018 年度における初等中等教育段階の県内学校数は，小学校（分校を含む。以下，同じ。）
が 375 校（国立１，公立 372，私立２），中学校が 170 校（国立１，公立 159，私立 10），
高等学校（全日制・定時制）が 70 校（公立 57，私立 13），特別支援学校が 20 校（国立１，
公立 18，私立１）である。このほかに，義務教育学校が１校（公立），中等教育学校も１
校（私立）ある。 

































































われる。教育大綱の策定（2016 年 3 月）以降でみても，「学力向上に関する施策」「いじ
め，不登校，校内暴力等への対策」「国際化への対応，グローバル人材の育成」といった，
一般的にみて取り上げられることの多いテーマに加えて，体力向上（2016 年度第６回，
2017 年度第８回），家庭教育の充実（2016 年度第５回・第７回，2018 年度第７回），防災
教育（2018 年度第 6 回），教員の資質向上（2017 度第１回），豊かな心の育成・道徳教育
の推進（2017 年度第２回），英語教育（2017 年度第５回）などもテーマとなっている 8。




























議会が議決すべきことを定める条例（2001 年３月 27 日 三重県条例第 47 号）以来の経
緯に触れておく 11。 
 
表 7-1 三重県行政に係る基本的な計画について議会が議決すべきことを定める条例の改正 
制定当初 改正後（平成 22 年 3 月 29 日条例第 20 号） 
（議決すべき計画） 








































































































































































































































































※ 本稿は，2016（平成 28）年 12 月 2 日に行った三重県教育委員会事務局教育政策課教育政策班への訪




1 人口及び面積等は，市町村要覧編集委員会編『全国市町村要覧 平成 30 年版』2018 年，第一法規，
を参照した。 





4 三重県行政組織規則第 19 条第 3 項で定めるひとづくり政策総括監の職務は「上司の命を受けて人づ
くり施策（職員に係るものを除く。）に係る総合調整に関する事務を処理する」とされている。三重
県事務決裁及び委任規則第 2 条第 15 号で次長に該当する職とされ，7 級に格付されている（等級別
基準職務に関する規則別表）。 
5 時事通信社『iJAMP 人事 NOW』より。 
6 2018 年 8 月 7 日のインタビューにおける戦略企画総務課企画調整班長（平成 27 年 4 月から在職）の
発言。 
7 2018 年 8 月 7 日のインタビューによる。 
8 本報告書第 4 章所収，国立教育政策研究所「総合教育会議による教育施策の新たな展開に関する調査」
（平成 29 年 12 月）の問 14 を参照。 
9 2018 年 8 月 7 日のインタビューによる。 
10 2018 年 8 月 7 日のインタビューによる。 
11 議会が議決すべき事件を独自に定めた条例に関する全国的な状況については，総務省(2014 年 4 月 1

















15 2018 年 8 月 7 日のインタビューによる。 
16 2018 年 8 月 7 日のインタビューによる。 
17 2018 年 8 月 7 日のインタビューによる。なお，鈴木知事が選挙時に発表した「政策集」には８本の
柱と 59 項目の公約があったが，なかでも教育を最初の柱に掲げていた（中日新聞, 2015） 
 
【参考文献】 
総務省(2014 年 4 月 1 日~2016 年 3 月 31 日)「法第 96 条第 2 項の規定による議会の議決すべき事件に関
する調（平成 28 年 4 月 1 日現在）」『地方自治月報 第 58 号（平成 26 年 4 月 1 日～平成 28 年
－114－
3 月 31 日）』 参照先: http://www.soumu.go.jp/main_content/000473546.pdf 
中日新聞(2015 年 3 月 17 日)「県知事選，鈴木氏が『政策集』発表」『中日新聞』 参照先: 
http://www.chunichi.co.jp/article/senkyo/chihosen2015/mie/CK2015031702000102.html 
三重県議会(2010a)『平成 22 年第 1 回三重県議会定例会会議録（2 月 26 日 第 4 号）』三重県議会本会議，
三重県議会 参照先: http://www.pref.mie.lg.jp/common/content/000073428.pdf 
三重県議会(2010b)『平成 22年3月 15日 政策総務常任委員会 予算決算常任委員会政策総務分科会 会
議録』三重県議会 参照先: http://www.pref.mie.lg.jp/KENGIKAI/51641009989.htm 
三重県議会(2015)『平成 27 年 12 月 11 日 戦略企画雇用経済常任委員会 予算決算常任委員会戦略企画雇
用経済分科会 会議録』三重県議会 参照先: 
http://www.pref.mie.lg.jp/KENGIKAI/000185523.htm 
三重県議会(2015)『平成 27 年 6 月 18 日戦略企画雇用経済常任委員会予算決算常任委員会戦略企画雇用経
済分科会会議録』三重県議会 
三重県教育委員会事務局教育総務課(2015 年 2 月 13 日)「平成 27 年度教育委員会事務局の組織改正案の
概要について」（平成 26 年度第 4 回市町等教育長会議 会議資料(2)）三重県教育委員会 参照先: 
http://www.pref.mie.lg.jp/KYOIKU/HP/2015020289.htm 
三重県戦略企画部(2015)『「ひとづくり政策」の推進について』三重県政策会議（平成 27 年度第 3 回（5
月 12 日）配布資料 1）三重県 参照先: http://www.pref.mie.lg.jp/common/content/000266397.pdf 
三重県総合教育会議(2015)『三重県教育施策大綱（仮称）の策定スケジュールの変更について（案）』三
重県総合教育会議（平成 27 年度第 8 回（11 月 28 日）会議資料 1-1）三重県 
三重県総合教育会議(2016)『平成 27 年度第 11 回総合教育会議 議事録』三重県総合教育会議，三重県 参
照先: http://www.pref.mie.lg.jp/D1SENRYAKU/84917044502-01.htm 
三重県総合教育会議(2018)「平成 30 年度における総合教育会議の運営について」平成 30 年 4 月 26 日第
1 回会議 配布資料 1 参照先: http://www.pref.mie.lg.jp/common/content/000780409.pdf 
文部科学省(2014)『平成 25 年度教育行政調査（平成 25 年 5 月 1 日現在）』文部科学省 












142 万人で，過去 10 年間では３％程度の増加を見ている。しかし，平成 26 年のピークか
ら 2 千人程度の減となっており，最近まで人口増加にあった滋賀県も人口減少の局面に転
じている１。 
2018 年度における初等中等教育段階の県内学校数は，小学校 223 校（国立１，公立 221，
私立１），中学校 106 校（国立１，公立 99，私立６），高等学校 56 校（公立 46，私立
10），特別支援学校 16 校（国立１，公立 15）であり，このほかに義務教育学校１校（公
立１），中等教育学校１校（私立１）がある。 














         
 ３  補助執行させる理由 
 ・会議で取り扱うテーマの大部分は教育委員会が所管する分野であり， 知事部局に教育を全体的に 
   所管する部局がない現状に鑑みると， 教育委員会が主導して会議を運営していく方がより戦略的， 
  効果的な活用が可能である。 
 ・教育基本法に基づく教育振興基本計画に関し， 計画は地方公共団体が定めるとされているところ 
  であるが，知事名の計画の策定事務を，教育委員会が補助執行により行っているところ。 
 ・以上により， 教育， 学術および文化の振興に関する総合的な施策の大綱の策定にかかる事務およ 









































2017 年度までの会議内容は，表 8-1 のとおりである３。 
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1 人口及び面積については，『平成 30 年度 全国市町村要覧』（第一法規，2018.11），滋賀県の特色
については滋賀県『滋賀県基本構想』2015.3 を参考に記述した。 










6 2015（平成 27）年度第１回滋賀県総合教育会議 会議録（2015 年４月 24 日開催）７ページ。 
http://www.pref.shiga.lg.jp/edu/sogo/iinkai/ma00/sougoukyouikukaigi/2015-1/index.html 
7 滋賀県総合教育会議「平成 29 年度滋賀県総合教育会議を終えて～今後の取組に向けて～」（2017
（平成 29）年度第５回総合教育会議資料３）。 




















奈良県における初等中等教育段階の学校数は，小学校は 207 校（国立２，公立 199，私
立６），中学校は 115 校（国立１，公立 103，私立 11），高校（全日制・定時制）は 56

























































































奈良県の総合教育会議は，2015（平成 27）年度に４回，2016 年度に３回，2017 年度


























図 9-1 奈良県総合教育会議の開催状況及び関連する会議・計画文書 
年 度 総合教育会議・関連会議 教育大綱など諸計画 
平成 25 年度 
 
平成 26 年度 
 
 














































































9.4.第 2 回 総合 
3.30.第 4 回 総合 
会議略称： 総合＝総合教育会議 
サミット＝奈良県教育サミット 
2.15.第 2 回 総合 
3.27.第 3 回 総合 
5.25.第 1 回 総合 
1.18.第 3 回 総合 
10.20 第 1 回 総合 
10.23 第 1 回 総合 
2.15 第 2 回 総合 
6.8. 第 1 回 総合 




















































































図 9-2 奈良県教育振興大綱 重要業績評価指標（部分，加工） 
 
 


























施策の方向性 重要業績評価指標 出典等 備考 現状値（H28) 全国値 目標(H31)
職場体験実施率（中学校） 職場体験・インターンシップ実施状況調査 96.2% H26
H26全国平均






78.2% 85.0% 80.9% 割合の増加
小学校 全国学力・学習状況調査 85.7% H27 H27全国平均86.5% 85.0% 85.3% 全国平均以上
中学校 全国学力・学習状況調査 69.5% H27 H27全国平均71.7% 68.8% 71.1% 全国平均以上
小学校 全国学力・学習状況調査 75.4% H27 H27全国平均76.4% 74.7% 76.1% 全国平均以上
中学校 全国学力・学習状況調査 65.7% H27 H27全国平均68.8% 66.7% 69.6% 全国平均以上
高等技術専門校での職業訓
練修了者就職率 高等技術専門校 90.0% H26
H26全国平均
76.4% 91.3% 81.9% 92%
奈良県内保護観察対象者の






































2016 年度は，総合教育会議を３回開催し，2017 年 3 月に「奈良県文化振興大綱」を策定
した。2017 年度は，総合教育会議を２回開催した。 
両大綱を策定したほかに，有識者からの意見聴取を交えて教育の様々な課題を議論した















































1  人口及び面積等は，市町村要覧編集委員会編『全国市町村要覧 平成 30 年版』2018 年，第一法規，
を参照した。 
2  2016 年 3 月に策定された教育振興大綱は，学術振興大綱を包含するものとして策定されている。 
3 奈良県「奈良モデルとは／奈良県公式ホームページ」 
参照先：http://www.pref.nara.jp/item/150846.htm#itemid150846 
4  教育委員会事務局企画管理室「報道資料：平成 23 年度奈良県地域教育力サミット（11 月 28 日） 
の開催について」 参照先：http://www.pref.nara.jp/secure/74829/kyouikusamitto.pdf 
5  「奈良県教育行政の方向性について」（平成 26 年度第２回奈良県・市町村長サミット 資料１）。 
参照先：http://www.pref.nara.jp/secure/121597/0616siryou1.pdf  
6  2015 年度の第１回奈良県総合教育会議の資料４（奈良県，2015～2018）。 
7  注５に同じ。 
8  奈良県規則第九十九号「奈良県行政組織規則及び職員の職の設置等に関する規則の一部を改正する規
則」2013 年３月 29 日，第六条。 
9  2016 年第９回教育委員会議の説明資料による（奈良県，2015～2018）。 
10  所掌事務については，「奈良県教育委員会事務局組織及び事務分掌規則」 
参照先：http://www1.g-reiki.net/pref.nara/reiki_honbun/k401RG00001162.html 
11  質問紙調査については，本報告書第４章を参照。 
12  注４に同じ。 
－134－
13  奈良県教育サミットのウェブサイトは，http://www.pref.nara.jp/43417.htm 
14  奈良県総合教育会議の議事録による（奈良県，2015～2018）。 
15  2015 年度の第２回奈良県総合教育会議の議事録及び資料３，「奈良県教育振興大綱策定にかかる外部
有識者の選定（案）」による （奈良県，2015～2018）。 
16  文化大綱及び概要版の参照先：http://www.pref.nara.jp/item/176093.htm 
17  2015 年度の第４回奈良県総合教育会議の資料４ （奈良県，2015～2018）。 
18  本章の第６節静岡県の事例を参照。 




















鳥取県は人口約 57 万人，面積 3,507 ㎢であり，現在，都道府県の中では最も人口が少
ない。４市 14 町１村で構成され，県庁所在地は鳥取市（人口約 19 万人，2018（平成 30）
年４月１日に中核市に移行）である 1。 
2018 年度における初等中等教育段階の県内学校数は，小学校 125 校（国立１，公立 124），
中学校 60 校（国立１，公立 56，私立３），高等学校 32 校（公立 24，私立８），特別支



























置した。2014 年度からの土曜授業等の実施や 2015 年度からの「スーパーグローバルハイ
スクール」の指定（鳥取西高）は，教育協働会議での議論を踏まえた成果である。 
－136－
表 10-1 「教育協働会議」「総合教育会議」設置の経緯と主な成果 
































































































































































































































































員は表 10-2 のとおりであり，学習塾経営者を始め，PTA 関係者，福祉関係者，運動指導
員など多様な人材で構成されている。 
 


























































































































































































































































































































































1 人口及び面積等は，市町村要覧編集委員会編『全国市町村要覧 平成 30 年度版』2018，第一法規を参
照した。 







4 2015（平成 27）年度第１回会議の議題「平成 26 年度教育振興協約の最終評価，主要事業の取組」（表
３参照）がそれである。 
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